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中国における液晶の研究は約 40 年の歴史がある。1990 年代から、外資携帯端末メーカーが
中国の進出により、モノクロの TN、STN 液晶を生産し始め、1998 年にはようやく TFT 液晶






国の液晶テレビ・IT メーカーは TFT 液晶の製造技術を持たず、完成品のアセンブリー工程に
注力せざるをえない。したがって、生産能力の拡大、生産ライン稼動率の維持、出荷と販売増
加、価格競争による収益率の低下という悪循環に陥りやすいといえよう。低利益率の産業構造




















































































































































































の産業において、技術の向上と産業発展における集積の効果は以下の 4 つにまとめてみたい。 
 第 1 は、技術や知識のスピルオーバ （ー溢出効果）による地域の産業発展である。すなわち、
産地では、地域特有の生産技術が「秘訣」にならず、普通のものとして波及する効果である。 
 第 2 は産地では、改良・発明の雰囲気が形成され、技術の進化をもたらしたことである。 
 第 3 は裾野産業の広がりと産業工程における分業の発達である。つまり、新アイデアの続出
により、集積地の近隣には補助産業が興こってきて、道具や原材料を供給する。また、多くの
企業はそれぞれ生産工程の一小部分を分担し、裾野産業の広がりを指摘している。 































本主義の繁栄」は 1970 年代に入ると、フォーディズム的成長パターンが変調し始めた。 
ピオリ＆セーブルは『第二の産業分水嶺』で「柔軟な専門化」を強調した（ピオリ＆セーブ











































－ 11 － 
的能力が必要であることを指摘した。したがって、政府、企業、職場の 3 つのレベルで要求さ
れる工業化の社会的能力、「革新の結合」は後発国工業化の鍵であると強調している（末広















































筆者はキャッチアップのプロセスを第 1 次と第 2 次の 2 段階に分け、中国における新産業の
誕生とその産業の発展過程を検討しておきたい（図 1－1）。 














































































































 第 2 次キャッチアッププロセスのゴールは、習得したコア技術をベースにし、将来のイノベー



























－ 16 － 
産業発展とキャッチアップのプロセス 
























































































る。逆に、第 2 次キャッチアップはこの段階で行き詰る可能性が十分ある。 
図 1－2 で示すように、第 2 次キャッチアップを実現するためには、後発国全体の努力が必
要である。すなわち、資本投入によるコア技術の吸収したうえ、研究開発の投入、人材の確保
と現場改善力の育成、R&D 体制の構築、政府の支援策、企業家精神などの要素が必要となる





































形成し、さらに、第 2 次キャッチアップ段階で R&D 投入と基礎研究を重視することによって、

























1963 年、米国の RCA 社により液晶と電圧の関係が発見されたことが、液晶ディスプレイ





の液晶は TN モードが主であったが、2000 年以後、様々な技術が開発され、表示性能の改善が
進んできた（表 2－1）。現在、液晶産業はノートパソコンやモニター向けの用途に加えて、携
－ 21 － 
帯電話をはじめとしたモバイル用途、特に、テレビ用途などが市場の中核となっている。 
1990 年代、ノートパソコンの用途によって液晶市場が大きく成長した。当初画面サイズ 8





表 2－1 シャープにおける単純マトリクス液晶技術の商品化の推移 
年度 単純マトリクス液晶技術の変遷 液晶タイプ 用途 
1973 世界初の電卓用液晶量産 EL-805 消費電力化 電卓 
1975 時計用（腕時計）TN 型液晶量産 TN 液晶 
1976 電卓用 TN 型液晶量産 
時計 腕時計 ゲーム機 
ミラークロック  
1979 ドットマトリクス方式 TN 型液晶量産 
1983 ディスプレイ用 TN 型液晶量産 
1986 ディスプレイ用 STN 型液晶量産 




ステレオ  電話機 
ファクシミリ 
電子システム手帳 
1988 マルチカラー液晶のプリマーケティング CDSTN 液晶 
1989 CDSTN 液晶の PC 応用、TSTN、FSTN 液晶量産
1990 ハイビジョン対応の液晶プロジェクタ商品化・10
インチ TFT カラー液晶の商品化 
CDSTN 液晶 
CSTN 液晶 
1991 8.6 インチ壁掛テレビの商品化 
大型表示ワープロ 
カラーノートパソコン 






1994 カラーワープロ商品化 反射型液晶 
1995 8.4 型、10.4 型の液晶テレビの商品化 




1999 20 型液晶を商品化 
2000 高精細ワンダーピクス液晶を商品化 
動 画 対 応 可 能
STN 液晶 ポケット 
モバイル書院 
出所：シャープ HP により作成（2005 年 11 月）http://www.sharp.co.jp/products/lcd/index.html 
 
－ 22 － 
一方、液晶テレビは 1980 年代から数型サイズの小型テレビとして実用化されていた。2000
年に 15 型クラスのテレビが実用化された後は、急激に画面サイズの大型化が進み、現在では、
27 型、32 型が主流であり、世界最大となる 82 型の開発も成功したと報道された3。 
 










出所：セイコーエプソン TFT 設計技術部の資料により作成  
 注：PMLCD=単純マトリクス方式 AMLCD=アクティブマトリックス方式 
   TN=セグメント方式 STN=単純マトリックス TFT=薄膜トランジスタ 
   TFD=薄膜ダイオード a-Si=多結晶シリコン HTPS=高温ポリシリコン 
   LTPS=低温ポリシリコン 
 




















その他 231 326 519 464 969 1,264 1,822
ノートPC 3,696 7,386 5,371 6,825 10,693 10,295 12,301
モニタ 1,014 3,674 5,255 9,678 20,475 22,901 25,181
TV 0 27 247 524 5,080 10,857 26,361


















図 2－2 で示すように、TFT 液晶用途別市場規模からみると、2002 年に金額ペースでパソコ
ンモニター用途が始めてノートパソコン用途を超えた。一方、テレビ用途が 1999 年から成長











表 2－2 LCD 産業の製造プロセス 









































出所：『液晶の本』94 頁～102 頁により作成 
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ており、それらのデジタル素材は液晶モジュール製造コストの約 6 割を占めている（図 2－3）。 
 



































－ 25 － 
ように、マザーガラスの大型化に伴い、液晶生産ラインの世代交代を急速に進めている。 
 
表 2－3 世代別の液晶パネルの面取り状況 
ガラス基板サイズ 
第 5 世代 第 6 世代 第 7 世代 
画面サイズ
 
型 1100×50mm 1200×1300mm 1500×1850mm 1870×2200mm 
23 6 8 15 24 
27 6 6 12 18 
30 3 3 8 12 
32 2 3 8 12 
37 2 2 6 8 
40 2 2 4 8 
42 2 2 3 6 
46 2 2 3 6 
出所：FPDisplay の資料により作成 
 
表 2－4a 液晶生産ラインの世代交代  表 2－4b パネルとガラスの利用効率 
（第 7世代） 
世 代 稼動年 基板サイズ  面取り数 サイズ（型） 利用効率 
第 1 世代 1991 年 300×350mm  1 面取り 96 63% 
第 2 世代 1994 年 360×465mm  2 面取り 81 89% 
第 3 世代 1996 年 550×650mm  3 面取り 56 64% 
第 4 世代 2000 年 680×880mm  4 面取り 47 61% 
第 5 世代 2002 年 1100×1200mm  6 面取り 47 91% 
第 6 世代 2004 年 1500×1850mm  8 面取り 40 89% 
第 7 世代 2005 年 1870×2200mm  9 面取り 31 60% 
第 8 世代 2007 年 2100×2400mm  10 面取り 33 76% 
第 9 世代 2009 年 2400×2800mm  12 面取り 31 80% 
出所：FPDisplay の資料、各種報道により作成 
 
1990～2000 年の間に、液晶製造ラインの世代交代が約 2～3 年単位で行われた。ところが、2000
年に入って、1～2 年の単位で新たなラインが建設され、2005 年には、既に第 7 世代のラインが稼
－ 26 － 
動、現在では第 8 世代のラインを立ち上げる段階である（表 2－4a）。なぜ、液晶ラインの世代交
代が加速されているか、生産性と市場競争の面から 2 つの要因があげられる。 
第一、近年、液晶テレビの大型化傾向につれ、現存ラインの設計がさらに大きなサイズに適
応しにくく、生産性が非効率である。表 2－3 に示すように、40 型パネルの最大面取り数は、
第 5 世代が 2 枚、第 6 世代が 4 枚、第 7 世代が 8 枚となり、世代交代につれ、生産性の向上に
つながるのである。また、各世代の液晶ラインに作られるパネルのサイズによって、ガラスの
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出所：各種報道により筆者作成（2006 年 6 月 1 日現在） 
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台湾液晶メーカーの台頭で市場勢力図も様変わり、現在は激しいコスト競争が展開されている。 
 
表 2－6 世界 5世代以上の液晶ライン（2006 年 6 月現在） 
 社名 場所 世代 月産能力 稼動開始 
亀山 6 4 万 5 千枚 2004 年 シャープ 
亀山 8 1 万 5 千枚 2006 年 
日本 
  
IPS アルファ 茂原 ―  20 万枚 2007 年 
天安 5× 2 合計 20 万枚 2003 年 
湯井 7 4 万 5 千枚 2005 年 
サムソン 
  
牙山 8 5 万枚 2007 年 
亀尾 5× 2 6 万枚 2002 年 




坡州 7 4 万 5 千枚 2004 年 
龍澤 5× 2 合計 12 万枚 2004 年 
台中 6 6 万枚 2005 年 
友達光電 
台中 7.5 3～6 万枚 2006 年 
台南 5 10 万枚 2003 年 
台南 5.5 3 万枚 2005 年 
台南 7.5 3 万枚 2007 年 
奇美電子 
高雄 8 3 万枚 2008 年 
中華映管 龍澤 6 6～９万枚 2005 年 
台南 5 7 万枚 2004 年 瀚宇彩晶 
台南 6 6 万枚 2005 年 
林口 5 6 万枚 2003 年 広輝電子 
龍澤 6 3～6 万枚 2005 年 
台湾 
群創科技 竹南 5 6 万枚 2004 年 
上海広電 上海 5 9 万枚 2004 年 
京東方 北京 5 3 万枚 2005 年 




陸 奇美電子 佛山 7 ― 2007 年 
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プは第 5 世代ラインを跳んで、第 6 世代ラインの投資を行った。一方、韓国は第 2 世代ライン
から参入し、その後の第 4 世代・第 5 世代では、日本に代わって先頭を切って、投資をするよ
うになった。そして、2005 年にサムソンが第 6 世代ラインを超えて、第 7 世代工場を稼動さ
せた。また、サムスンと世界首位を争う LG・フィリップス LCD が 2006 年上半期に、韓国坡
州に第 7 世代ラインの稼動をが開始し、現在、韓国勢が業界のトップを走り続けている。 
韓国勢の台頭に対し、日本の日立製作所、松下電器産業、東芝の共同出資会社「IPS アルファ
テクノロジ」が 2006 年に生産を開始させ、独自の広視野角技術で競合他社を追い上げると発





電や奇美電子を初め、各社は液晶ラインの建設を進めている。友達光電が 2006 年に第 7 世代
工場を稼働させ、奇美電子が 2007 年に第 7 世代工場、2008 年に第 8 世代工場を稼動させる予
定である。中国は 2004 年から 2006 年にかけて、上海広電、京東方と龍騰光電が第 5 世代ラ
インに参入し、現在第 6 世代以上ラインの投資も計画されている。 
2004 年の世界液晶設備投資額は前年比 97%増の 125 億 1000 万ドルであった。この巨額な
投資により生産能力が大幅に拡大し、現在の大型 TFT 液晶パネル余剰は一層増えることになる。
また、2005 年から 2007 年にかけて、投資が実施されるのは 47 液晶製造ラインとなる。うち
の 30 ラインが新規または既存の a-Si TFT 液晶ラインであり、主に大型パネル市場向けとなる。
残りの 17 ラインは LTPS（低温ポリシリコン）TFT 液晶ラインである。こうした AMLCD 液
晶アレイの生産能力は 2000 年（450 万㎡）から 2009 年（1 億 2100 万㎡）の間に、年平均 44%
の成長率で急拡大すると予測される7。 
2004 年、国・地域別の大型 TFT-LCD パネル（10 インチ型以上）の出荷数では、韓国（5,840
万枚）が 42％のシェアで首位となり、続いて台湾（5,650 万枚）が 40％のシェアとなっている。
日本メーカーは液晶テレビ用パネルに注力しているため、全体でのシェアは大きく下降してい
る。しかし、2005 年になると、台湾パネルメーカーによる総出荷枚数は 9000 万枚に達し、韓
国メーカーを抜いて世界トップの座に着いた。表 2－6b で示すように、韓国の LPL とサムソ
ンが世界首位を争っており、台湾の友達光電と奇美電子が世界 3・4 位を維持している。トッ
プ 5 社が世界パネル市場の約 8 割を占めるようになる。一方、中国は、第 5 世代パネル生産ラ
インを稼動した京東方グループが 300 万枚で第 10 位に入っており、2005 年に、京東方グルー
プが 620 万枚、上海広電 NEC が 100 万枚と予想されている。 
－ 30 － 



















出所：ディスプレイサーチの発表により作成（2005 年 3 月 8 日、2006 年 3 月 3 日） 
 注：大型パネルのサイズは 10 型以上サイズを指している。 
 
生産ラインの増設と過剰生産により、業界平均の TFT LCD アレイ生産ライン稼働率は 2005
年 9 月の 94.7%から 2006 年 6 月には 86.0%に悪化している。しかし、稼働率の低下にもかか























































表 2－7 世界液晶素材・部品市場における日系各社のシェア 
生産品目 社名 世界シェア 
着色レジスト JSR 約 80% 
感光性スペーサ JSR 約 80% 
JSR 約 24% 位相差フィルム 
 日本ゼオン 約 15% 
大日本印刷 約 30% カラーフィルター 
 凸版印刷 約 40% 
旭硝子 約 30% ガラス基板 
日本電気硝子 約 10% 
日東電工 約 50% 偏光板 
 住友化学 約 12% 
富士写真フィルム 約 80% 偏光板保護フィルム 
 コニカミノルタ 約 20% 
ポバールフィルム クラレ 約 90% 
２層メッキ基板 住友金属鉱山 約 90% 
回路接続フィルム 日立化成 世界 1 位 
液晶テレビ用反射板 三菱樹脂 世界 1 位 
出所：日経産業新聞（2005 年 5 月 19 日、2005 年 11 月 11 日）により作成 
－ 32 － 
韓国唯一なカラーフィルター専門メーカーであるDONGWOO FINECHEMは自社 3番目の
ラインを建設し、06 年に稼動する予定である。また、台湾は凸版印刷と大日本印刷から技術を

















表 2－8 日本製と日本市場における液晶パネル製造装置の販売額（百万円） 









マスク・レチクル製造装置 156 166 530 369 
基板製造装置 4,705 847 3,461 71 
アレイ製造装置 417,735 76,925 383,706 65,217 
カラーフィルター製造装置 64,704 10,852 63,186 16,823 
パネル製造用装置 29,463 9,385 27,959 7,306 
検査装置 9,326 1,104 11,466 1,446 
液晶パネル製造関連装置 31,493 3,184 30,549 7,399 
出所：日本半導体製造装置協会の統計により作成 http://www.seaj.or.jp 
 注：日本製製造装置＝日本市場向けの日本製装置＋海外市場向けの日本製装置 
  日本市場＝日本市場向けの日本製装置＋日本市場向けの海外製装置 























































1980 年末から 1990 年代にかけて、多数の企業が液晶産業に参入することによって、中国華









の 4 インチ TN 液晶ラインを立ち上げ、腕時計、電卓などの液晶製品の生産を開始した。1985
－ 35 － 
年に長沙七七〇廠が香港企業経由で日系企業から、７インチ TN 液晶ラインを導入した。さら
に、深セン天馬が 1989 年に 12 インチ TN 液晶ラインを稼動させ、生産規模と製品品質によっ
て、いち早く業界のトップ地位を固めた。その同時に、台湾の怡宝、華泰、香港資本の信利半
導体、シンガポール資本の輝開が広東・福建で 12 インチ以上の TN 液晶ライン工場を建設し
始めた。この時期には、TN 液晶に参入する企業が台湾・香港資本が多く、それらの企業が華
南地域に集結することにより、同地域の TN 産業の規模拡大につながったと考えられる。 
STN 液晶産業 
1990 年代の初め、「STN 液晶産業」の研究開発は国家第 8 次 5 カ年計画の重点プロジェクト
として取り上げられ、清華大学、南京五十五所、電子工業部七七〇廠の共同開発によって実施
された。 






1990 年代の末になると、STN 液晶ラインの増設が活発化した。深セン天馬の第 4 工場が建
設され、長春聯信がカラーSTN 液晶製品の量産化を開始させ、深セン BYD、汕頭超声などの




上海 PHLIPS の 14×16 インチ STNLCD ライン 2 本、信利半導体社の CSTN 液晶ライン 2 本
もこの時期に稼動した。 
中国の液晶産業において、かつてモノクロ STN 液晶の生産が中心であったが、2004 年には
カラーSTN 液晶の生産が中心となった。2004 年、中国は TN/STN 液晶の生産メーカーが 115
社に達し、146 本の生産ラインとなった。また、中国携帯電話市場の成長によるカラーディス
プレイの需要拡大につれ、カラーSTN 液晶の生産ラインが 2001 年に 4 ライン、2004 年には
21 ラインに急増してきた。一方、華南地域には深セン天馬をはじめ、51 社の TN/STN 液晶メー
カーを集結し、全国 TN/STN 液晶生産能力（面積ペース）の 7 割を占めており、中国最大の
TN/STN 液晶集積地となった。 
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表 3－1 珠江デルタの主要 TN/STN 液晶メーカーの生産能力 
企業 拠点 主要製品 月産能力 
天馬 深セン TN/STN CSTN 3 万枚  3.5 万枚 
BYD 深セン TN/STN 20 万枚 
超声 汕頭 TN/STN/CSTN  1.2 万枚 
信利 汕尾 TN/STN/CSTN 20 万枚 
富相 東莞 TN/STN 25 万枚 
頚佳 東莞 TN/STN/CSTN 26 万枚 
出所：FPDisplay の資料により作成（2005 年３月） 
 
 TFT 液晶産業 
中国の液晶産業はこれまでのTN、STN製品から高技術のTFTの分野に参入し始めている11。
1997 年、第 9 次 5 ヵ年計画により、吉林北方彩晶集団（彩晶と略称）が北部の液晶研究開発
生産拠点として認定された。そして、彩晶が 1998 年に DTI 社（東芝と IBM の合弁企業）か
ら第 1 世代の TFT ラインを導入し、南京新華日液晶顕示技術は 2004 年 1 月に鹿児島 NEC か
ら第 1 世代の TFT ラインを購入した。以上の 2 社は、主に中小サイズの TFT 製品を中心に生
産し、大規模な量産ができない現状である。また、深セン天馬微電子が投資額 7 億ドルで 4.5
世代 TFT ラインを建設し、2006 年に稼動すると発表された12。 
一方、2004 年 10 月、SVA－NEC は NEC から技術を獲得し、第 5 世代ラインを稼動した。
そして、2005 年 1 月には、北京京東方科技（BOE-OT）も第 5 世代 TFT 液晶生産に乗り出し
た。そのほかには、江蘇省昆山に立地する龍騰光電が第 5 世代 TFT 液晶ライン、山東省の東
営市の勝達光電が第 6 世代 TFT 液晶の生産ラインを建設している。 









石家庄永生華清公司が設立された。その 2 社は主に TN 液晶と STN 液晶を生産し、合わせて
－ 37 － 
現在中国 TN/STN 液晶用素材市場シェアの 7 割以上を占めている。また、西安近代研究所、西
安瑞聨公司、江蘇高恒化工、山東省の煙台万潤精細化工など、いくつかの企業は液晶素材の生
産と研究開発を行っている。 
1989 年、深セン南亜が中国初の ITO ガラス生産ラインを導入した。その後、数社の ITO ガ
ラスメーカーが設立され、いずれも規模は小さく、技術も遅れている。1993 年以降、ローカル
企業の南玻集団、莱宝科技は世界最新鋭の ITO ガラス生産ラインを導入、製造技術を吸収し、
中国 ITO ガラス技術の向上に大きく貢献した。現在、中国には約 30 本の ITO ガラスラインが
稼動され、中低精度の ITO ガラスにおける世界有数な生産国となっているのである。 
一方、世界の偏光板市場は主に日系 4 社と台湾 1 社、韓国 2 社に寡占されている。偏光板の
国産化について、深セン盛波が 1995 年に ADS 社（米）から生産ラインを導入した。技術吸収
と偏光板の試作が行われ、4 年後の 1999 年にようやく偏光板の量産化を果たした。しかし、
設備と技術力の問題で、主に TN 液晶用偏光板の生産が行われ、生産能力も比較的に小さかっ
た。 
2001 年、温州市僑業経済開発有限公司は投資 800 万米ドルで韓国メーカーから偏光板の生
産ラインを購入した。2002 年に稼動され、偏光板の年産能力は 150 万㎡で、TN/STN 液晶用
偏光板やパソコン向けの TFT 液晶用偏光板も量産されている。 
カラーフィルターの製造について、南玻集団、莱宝科技、BYD のローカルメーカー3 社が
STN液晶と小型サイズのTFT液晶向けのカラーフィルターを提供する以外、ローカルメーカー
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4・ 産業集積と液晶テレビ産業の急成長 
 
中国液晶産業の産業規模（2000 年に 45 億元）は、世界液晶産業に占めるウェートがまだ小
さいが、近年著しい成長を遂げた。2003 年、中国液晶産業の総売上高は前年比 123%増の 132.5
億元になり、2004 年に中国液晶産業の総売上高（145.9 億元）は、1999 年の 3.5 倍に急増し、
総従業員数（60,156 人）と技術者・管理者数（13,008 人）はそれぞれ 1999 年の 3 倍、2.6 倍
となった。そのうち、液晶ディスプレイの売上高が全体の 8 割を占めたことに対し、液晶関連
素材と液晶製造装置の割合はわずか 1 割であった（図 4－1、図 4－2、図 4－3）。 
 
































































































一方、京東方と上海広電が 5 世代 TFT 液晶ラインの稼動を開始したことや参入企業が増加
したことにより、2003 年以降、中国小型液晶パネルの生産量が急増し、液晶関連部品の需要も
拡大しつつある。図 4－4、図 4－5 に示すように、2004 年、中国の LCD 生産量は 504 万平方
メートルであり、2000 年（194 万平方メートル）の 3 倍になり、液晶素材、偏光板、ITO ガ
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日本、韓国、台湾の主要 TFT 液晶メーカーと部品メーカーが中国で TFT 液晶モジュールや液
晶部品生産を行うことにより、中国液晶産業集積の形成に大きな役割を果たしたのである。 
2003 年から、中国液晶テレビ市場の急拡大につれ、参入企業も急増し、2004 年には、中国
の液晶関連メーカーは 94 社となり、全体の 6 割が珠江デルタに立地している（図 4－6）。一
方、TFT－LCDTV の生産メーカー数をみると、従業員 50 人以上のメーカーが 57 社であり、
三資企業は全体の 5 割以上を占め、国有企業は 13 社、民営企業は 11 社という所有制構成であ
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出所：FPDisplay の調査報告により作成（2006 年 6 月） 
 
表 4－1 に示すように、珠江デルタには液晶部品企業、完成品メーカーを集結しており、完
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表 4－1 華南地域における主要液晶関連企業 
液晶関連部品 液晶製造工程 液晶製品組立 
ITO ガラス カラーフィルター
（CCFL） 

























































しかし、この地域における TFT 液晶産業の発展が遅れ、小型 TFT 液晶を製造する企業が数
社しか過ぎず、TFT 液晶用駆動 IC、偏光板の量産ができない現状である。現在、深セン天馬




ており、2004 年の生産能力は 7000 万台に達した。長江デルタは近年、無錫シャープ、蘇州サ
ムソンなどの有力日韓企業をはじめ、台湾主要液晶部品関連企業が現地に進出することによっ
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表 4－2 長江デルタの主要液晶関連企業 
液晶関連部材 液晶製造 液晶製品組立 






































大同  光宝 
出所：FPDisplay の資料により作成 
 













テレビ市場の販売台数は約 1 億 4 千万台であり、うち、液晶テレビの出荷台数が前年比 123%
増の 880 万台になり、PDP テレビの出荷台数は 280 万台に上ったとディスプレイサーチ社は
発表された。図 4－7 に示すように 2005 年 10－12 月期、薄型テレビ（液晶・PDP テレビ）が
出荷の数量ペースでまだ 19%に過ぎなかった。しかし、金額ペースで 58%に占めるようになっ
た。このような成長ペースで、2009 年に、世界テレビ需要は 1 億 9 千万台に増加し、薄型テ
レビの割合は現在の 10%から 40%に上昇し、出荷台数は 5 倍に拡大する見込みである14。 
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図 4－7 世界テレビ市場における薄型テレビのシェア（Q2’04～Q4’05） 








出所：ディスプレイサーチ（2005 年 8 月 18 日、2006 年 3 月 8 日）の発表により作成 
注：薄型テレビが液晶・PDP テレビを指している。RPTV は MDRPTV と CRTRPTV が含まれる。 
 
図 4－8 2005 年（1－6月）世界テレビ市場の地域構成（出荷台数） 



























































るのは調査会社 IDC と倍利国際証券（台湾）である。この 2 社は 2005－2008 年の世界液晶テ
レビ市場が年 165%以上の成長となり、2008 年に約 5,800 万台に達すると予測したのである。 
 
表 4－4 液晶テレビ市場における各社の予測（万台） 
 社   名 04 年 05 年 YOY 06 年 YOY 07 年 YOY 08 年 YOY 
DisplaySearch 810 1,710 111% 3,240 89% 4,740 46% 5,600 18% 
IDC 770 1,370 78% 2,280 66% 3,670 61% 5,790 58% 






DisplayBank 710 1,120 58% 1,750 56% 2,560 46% 3,270 28% 
SAMSUNG 921 1,630 77% 2,770 70% 3,360 21% 4,550 35% 





 AUO 800 1,900 138%       
BIS 890 1,950 119% 3,350 72% 4,850 45% 5,810 40% 
MorganStanley 840 - 136% 3,610 82% 4,850 34%   





 CitiGroup 820 1,800 122% 3,300 81% 4,800 45%   
出所：倍利国際証券（Barits International Securities）の報告により作成 
 
また、米調査機関アイサブライ（iSuppli）は 2005－2009 年の世界液晶テレビ市場が年成長
率約 140%を遂げ、2009 年に、液晶テレビの市場規模が約 5400 万台になり、FRD テレビ市場
全体の 6 割以上に占め、2004 年の約 6 倍と予測したのである。 
さらに、韓国 Samsung Electronics は、「2010 年、液晶テレビの市場規模が 7,000 万台」と
いわれた業界予測に対し、液晶産業の成長性を改めて強調したのである15。すなわち、現在の
市場成長率はそれを上回る勢いが見られ、2010 年に 1 億台に到達する可能性が十分あり、金
額では 2005 年の 470 億米ドルから 2010 年の 1150 億米ドルに拡大する」と予測された。 
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2010 年の液晶テレビ市場規模と成長率に関して、諸説が存在され、とにかく足元には強気の
基調が変わらないだろう。ディスプレイサーチの発表によると、2006 年第 2 四半期の液晶テ
レビ世界出荷数は約 940 万台（前年同期比 135%増）に達し、テレビ出荷数全体に占める液晶
テレビのシェアは前期の 17%から 22%に上昇している。ブランド別ではシャープが（数量ペー
ス）18%のシェアで市場トップを維持している（図 4－9）。ところが、韓国・欧州メーカーの
成長により、シャープがかつての市場優位性を低下しつつあり、2005 年第 4 四半期には首位
の座を失ってしまった。 
 











出所：ディスプレイサーチの発表（2005 年 6 月 13 日、8 月 18 日、2006 年 5 月 25 日）により作成 
 
2）中国の液晶テレビ市場 
2005 年第 4 四半期、世界の液晶 TV が出荷額を前年同期比 58%増と拡大し、金額ベースの




場は今後、北米、欧州、日本に次ぐ第 4 の市場になるのである。2005 年、中国の液晶テレビ
の販売台数は前年比 540％増の 135 万台を記録し、中国カラーテレビ市場シェアの 11.9%を占














Q3'04 Q4'04 Q1'05 Q2'05 Q3'05 Q4'05 Q1'06 Q2'06
シャープ PHILIPS ソニー サムソン
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表 4－3 中国の薄型テレビ市場構成 
 2004 年 構成比 2007 年 構成比 伸び率 
テレビ全体 5,000 100% 5,600 100% 12% 
LCDTV 25 0.5% 300 5.40% 1200% 
PDPTV 19 0.40% 85 1.50% 447% 
RPTV 81 1.60% 350 6.30% 432% 
出所：富士経済（2005 年 5 月 18 日）の発表により作成 
 



















出所：『2005 年度中国薄型テレビ白書』、CCID データにより作成 
 注：薄型 TV の出荷台数は液晶 TV とプラズマ TV の合計データである。 
 
























04'1Q 05’1Q 2004 2005
19型以下 20－29型 30－39型 40型以上
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し、40 型以上サイズが 3%の市場シェアを記録した（図 4－11）。現在、中国市場には 27 型と
32 型が主力サイズで、ローカルブランドが 32 型以下のサイズを中心に競争し、外資ブランド
が 40 型、42 型以上サイズに競争の優位性を表しているのである。今後、各社の値下げ競争に
より 37 型が液晶テレビ市場の主流サイズになる可能性が十分あると考えられる。 
国別液晶テレビブランドの市場シェアを見ると、数量ベースでは中国のローカルブランドが
全体の 74.25%に達し、圧倒的な強さを示している。一方、金額ベースでは、ローカルブラン
ドと外資ブランドの比率が 6.5：3.5 になり、うち、日系ブランドが全体の 2 割を占めているの
である。また、市場シェア上位のブランド（数量ベース）には、TCL（10.39%）、康佳（10.2%）
をはじめ、上位 6 位がローカルブランドであり、シャープは唯一の日系ブランドとして 4.69%
の市場シェアで第 9 位の地位をキープした（図 4－12a、図 4－12b）。 
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図 4－13 40 インチ以上液晶 TV 人気機種の市場シェアと小売価格の比較 
当該機種 市場シェア 小売価格（元） 当該機種/創維の価格 
Sony KLVS40A10 14.60% 19,327 121.00% 
サムソン LA40R51B 6.90% 20,618 129.10% 
Sony KLVS40A10 5.70% 27,093 169.70% 
創維 TFT40LVAW 5.00% 15,967 100.00% 
海爾 L42A9‐AD 4.70% 16,601 104.00% 
海信 TLM4077 4.70% 15,334 96.00% 
TCL LCD40A71 4.60% 15,912 99.70% 
長虹 LT4018 4.50% 15,658 98.10% 
出所：CCID テータにより作成 
 












すように、市場主力 32 型と 37 型液晶テレビの平均価格は 2005 年にそれぞれ年間 33%、45%
の下落率を記録した。液晶テレビの価格帯別のシェアを見ると、ローカル 6 社が 1.5 万元以下
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台数は販売台数の 3.3 倍になり、輸出台数を除いて、過剰生産の状態に陥っているといえるだ
ろう。これを具体的に示す数字として、液晶テレビメーカーの利益率は 2005 年の下半期から 3%
前後に落ち込み、2005 年の 10 月には一部のメーカーが 1%まで低下した。また、過度な値下
げ競争により、消費者の心理が悪化され、販売鈍化の傾向も見られている。 
一方、中国市場における外資ブランドの平均小売価格（13,709 元）はローカルブランドより
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図 5－1 国別液晶表示装置の画質向上技術出願件数（1988～2003 年の累計値） 
日本への出願件数 韓国への出願件数 米国での登録件数 中国への出願件数 
出願人名 件数 出願人名 件数 出願人名 件数 出願人籍 件数 
セイコーエプソン 1,547 LG PHILIPS 655 シャープ 163 日本 199 
シャープ 1,248 サムソン電子 311 LG PHILIPS 105 台湾 95 
松下電器 1,069 SAMSUNG SDI 65 日立製作所 88 中国 36 
日立製作所 781 シャープ 63 NEC 73 欧州 25 
富士写真 764 BOE HYDIS 57 MERTCK 56 米国 19 
日東電工 652 セイコーエプソン 54 IBM 53 韓国 16 
東芝 650 NEC 48 日東電工 48 その他 1 




カルメーカーはすでに TFT 液晶の第 5 世代ライン稼動に突入している。 
上海広電集団（SVA）と NEC との合弁事業（出資比率：NEC25％、上海広電 75％）である
SVA-NEC は 2004 年 10 月に中国初の第 5 世代 TFT 液晶の一貫生産を開始した。2005 年 1 月
には月産能力を 4.5 万枚、4 月には月産能力は 5.2 万枚に達した。工場稼動 1 年ぶりに歩留ま
り率が約 90%となった。また、2005 年に 5 億ドルを増資しており、生産能力を 2006 年６月ま
でに 70％引き上げ、月産約９万枚とする。さらに、新たな生産ライン導入を検討し、2006 年
第 4 四半期に第 6 世代、2010 年までに第 7 世代以上となる TFT 液晶生産ラインの建設が計画
されている。 
SVA-NEC は NEC から第 5 世代 TFT 液晶の特許や高効率の液晶滴下（ODF）技術を導入し、
2004 年 10 月に中国初の第 5 世代 TFT 液晶の一貫生産を開始した。技術部門には日本人エン
ジニア 30 人を有し、現在、生産効率と収益率を改善するための研究活動を行っている。製造
する液晶パネルは主にデスクトップパソコンやノートパソコン用であり、主力サイズはモニ
ター用の 15 型、17 型、19 型、26 型、32 型である。また、カラーフィルターなどのコア部品
が日系素材メーカーから調達している。工場の総敷地面積は 124 万㎡、うちの 70 万㎡は TFT
製造工場で、残りの 54 万㎡は基板ガラス、カラーフィルター、バックライトなどの部品工場
用の建設予定地となる。 
北京京東方科技の傘下企業である BOE-OT は、2005 年 1 月に北京で TFT 液晶第 5 世代工
場の稼動を開始した。当社は韓国のハイニックス社のフラットスクリーン事業部であるHYDIS
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を買収し、韓国に BOE ハイディステクノロジーを設立した。BOE-OT の投資額は 14.8 億ドル
で、出資比率は BOE が 70%、BOE ハイディスが 30%である。 
BOE-OT は 443 人の R&D 人員を有し、TFT 液晶や OLED、PM-OLED 分野の研究を行っ
ている。現在、15 インチ、17 インチ、19 インチのディスプレイ用液晶パネルと 23 インチ、
27 インチ、32 インチのテレビ用液晶パネルが生産され、月産 6 万枚の生産能力が構築されて
いる。また、第 5 世代以上生産ラインの追加投資を検討し、2007 年の上半期に稼動すると計
画されている。 







2005 年 9 月、中国華表宏達光電科技有限公司と勝利石油国際開発投資有限公司に設立され
た勝達光電科技は、山東省の東営市でローカルメーカー初の第６世代 TFT 液晶の生産ラインを
建設し、2007 年に量産を開始する計画と報道された20。 
さらに、2006 年 1 月、TCL、創維、康佳、長虹の中国テレビ大手四社は深超科技投資公司
と共同出資で深セン市に深セン聚龍光電有限公司を設立し、投資 160 億元の第 6 世代 TFT 液
晶生産ラインの建設を計画している21。中国大手テレビメーカー四社の連携は、コア部品産業
の育成が中国テレビ産業の発展に欠かせない条件であるという認識を表している。また、2006
年 3 月、京東方は聚龍光電の大株主になり（800 万元の出資、持分株 40%）、液晶テレビ産業
に参入しようとしている。 
中国の TFT 液晶メーカーが第 5 世代ラインの量産により、中国国内の液晶パネルの出荷量
が急増している。この 2 社によるライン増設と龍騰光電第 5 世代ライン量産をあわせて、今後、
中国の TFT 液晶の出荷量は予想以上に急増するといえよう。 
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表 5－2 中国ローカルメーカーの TFT 液晶ライン 
企業名 世代 投資規模 技術 拠点 稼動時期 月産能力 
北方彩晶 1 1.5 億ドル DTI 吉林 1999 年 2.5 万枚 
南京新華日 1 5,400 万ドル NEC 鹿児島 南京 2004 年 4 万枚 
深セン天馬 5 7 億ドル 日系 深セン 2006 年 NA 
上海広電 5 10 億ドル NEC 上海 2004 年 5.2 万枚、最大 9 万枚 
京東方 5 12 億ドル BOE-HYDIS 北京 2005 年末 6 万枚、最大 8 万枚 
龍騰光電 5 6 億ドル 台湾系 江蘇 2006 年 3 万枚、最大 9 万枚 
勝達光電 6 30 億ドル 台湾系 山東 2007 年 NA 











2003 年 11 月から 2008 年末の間に TFT 液晶メーカーの設備減価償却期限、生産用原材料、消
費品及び部品の輸入分野に及んでいる優遇政策であり、以下の 3 点にまとめてみる。 









11 次 5 ヵ年計画期間中、上海広電を中心に総計 500 億元の投資を行い、TFT 液晶部品の国産
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化率を 80%までに引き上げ、部品産業の育成、第 6 世代以上の液晶ライン 2 本の建設が計画さ
れている23。 
一方、上記第 5 世代、第 6 世代液晶パネル生産に参入するローカル液晶パネルメーカー
（BOE-OT、SVA-NEC、龍騰光電、勝達光電科技）の大株主はいずれ中国大型国有企業集団
であり、地方政府の重点育成企業である点に注目すると、中央政府の支援政策と地方政府の産
業育成は TFT 液晶産業に参入するローカル企業の増加につながり、中国 TFT 液晶産業の発展
を強く推進しているといえよう24。 
 
表 5-3 京東方科技売上利益率の推移（億元） 
  2003 年 2004 年 2005 年
売上高 111.8 124.4 134.6
利益 3.6 2.6 -15.9






たとえば、2005 年、BOE-OT は TFT 液晶部門による 15.98 億元の赤字を記録した同時に、北
京市 GDP 総額に 400 億元を貢献した（表 5-3）。また、BOE-OT は今後の生産能力を拡大する
ため、北京市政府からの積極的な支援が得られ、すでに大手国有銀行 9 社から 61 億元の資金
調達ができた25。また、2006 年 6 月、上海市政府の働きにより、中国銀行上海支店を中心とす
る 7 銀行は上海広電の TFT-LCD 増資拡張事業に 220 億円の融資を提供した26。 
以上の動きを見ると 2007 年までに中国国内で稼動している第 5 世代以上の TFT 液晶ライン


























































































































                                                          
【注】 
1 製品製造アーキテクチャに関する理論については、国領［1999］、藤本［2001］を参照されたい。 
2 末広［2001］237－238 頁による。 
3 2005 年 12 月、ソニーは 82 型液晶テレビを開発した（日本経済新聞・2005 年 12 月 23 日）。 
4 2006 年 2 月、シャープが、台湾液晶大手の奇美電子と TV 用液晶パネル技術で保有特許を互いに使え
るクロスライセンス契約を結んだと報道された。日本経済新聞（2006 年 2 月 9 日）による。 
5 松下電器産業ニュースリリース（2004 年 10 月 29 日）による。 
6 シャープホームページによる（2005 年 1 月 1 日）。 
7 ディスプレイサーチの発表による（2005 年 3 月 23 日、2006 年 7 月 12 日）。 
8 日経エレクトロニクス（2006 年 5 月 22 日） 
9 藤本［2003］による。http://www.ut-mmrc.jp/dp/PDF/MMRC1_2003.pdf 
10 中国液晶産業の発展歩みについて、『平顕時代』（2005 年 12 月）、電子諮訊時報（2005 年 6 月 13 日）、
『中国電子産業年鑑』各年版、中国電子報（2005 年 6 月 28 日、2006 年 3 月 1 日）などの中国語資
料によりまとめた。 
11 中国 TFT 液晶ラインの建設状況について、産業タイムズ社［2005］を参照されたい。 
12 経済観察報（2004 年 7 月 26 日）の報道による。 
13 FPDisplay の調査による（2005 年 6 月）。 
14 JFITA の予測による。 
15 Samsung Electronics の Sang-Wang Lee 社長が「FPD International 2005」での講演による。 
16 ディスプレイサーチ（2006 年 3 月 7 日）の発表による。 
17 中国国家広播電影電視総局が「21 世紀のラジオ・テレビ・メディアフォーラム」で、2005 年から、
地上デジタルテレビの実験を開始し、2008 年に普及する。また、2015 年にアナログテレビ放送の停
止という計画を打ち出した。 
18 中国国家情報中心資源開発部の『2005 年度薄型テレビ白書』による。 
19 毎日経済新聞（2005 年 7 月 27 日）、日中グローバル通信（2006 年 7 月 3 日）の報道による。 
20 東営日報（2005 年 6 月 8 日）の報道による。 
21 深セン商報（2006 年 1 月 22 日）の報道による。 
22 財税［2005］第 15 号文書（2005 年 3 月 7 日の発表）、中国電子報（2005 年 3 月 18 日）の報道によ
る。中国に工場を設けた企業は、この政策の恩恵を享受することができる。具体的な免税項目は厳格
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に国家の免税商品明細をベースに実行され、中国企業と外資系企業で待遇の違いはない。 
23 新民晩報（2005 年 11 月 9 日）の報道による。 
24 深セン聚龍光電の大株主である深超科技投資公司は深セン市政府傘下の投資会社で、主に深セン市の
外資誘致、ハイテク産業の発展を促進する目的である。 
25 上海証券報（2005 年 4 月 11 日）の報道による。 
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